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毎年１月３１日（閉庁日の場合は翌営業日となります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東金市役所 総務部 課税課 資産税係 

〒２８３－８５１１ 千葉県東金市東岩崎１番地１ 

電   話 ０４７５（５０）１１２７ 

 

 

◎ 償 却 資 産 の あ ら ま し 

 固定資産税でいう償却資産とは､土地・家屋以外の事業の用に供することができる資産で、その減価

償却額又は減価償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必要経費に算入さ

れるもの（これに類する資産で法人税または所得税を課されない者が所有するものを含む）をいいます。

ただし、鉱業権､特許権､営業権､その他の無形減価償却資産及び自動車税並びに軽自動車税の課税客体

である自動車等は除かれます。なお、資産の増加・減少のない方、免税点未満（課税標準額の合計が１

５０万円未満）の方も申告は必要です。正当な理由がなく申告をしない場合は、地方税法第３８６条に

より過料を科せられることがあります。 

  

① 償却資産申告書 

（第２６号様式） 

従来どおりの申告をお願いします。 

３ページの「償却資産の申告書の書き方」を

ご確認ください。 

② 種類別明細書 

（全資産明細書） 

次の項目は必ず記入してください。 

資産の種類・資産の名称等・数量・取得年月・

取得価額・耐用年数・減価残存率・価額・課

税標準額 

２ページの「償却資産の評価」をご確認くだ

さい。 

償却資産申告の手引き 

－東金市－ 

提出書類 

［電算処理方式用］ 

申告期限 

提出先 
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「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（いわゆる｢耐用年数省令」）に規定する耐用年数のことで、

税務会計において通常適用されるものです。 

したがって､償却資産の評価に用いる耐用年数は､原則として､この法定耐用年数であり、耐用年数省令の別

表第１、第２、第５及び第６を適用します。 

 

 

償却資産の評価は､前年中に取得された償却資産にあっては当該償却資産の取得価額を、前年前に取得され

た償却資産にあっては当該償却資産の前年度の評価額を基準とし､当該償却資産の耐用年数に応ずる減価を

考慮してその評価額が決定されます。 

① 前年中に取得された償却資産 

価格(評価額)＝取得価額×（１－減価率／２） 

※ 月割償却ではなく、半年償却により価格を求めます 

※ 取得価額：原則として国税の取扱と同様 

※ 減価率：原則として耐用年数表に掲げられている耐用年数に応じた減価率 

② 前年前に取得された償却資産 

  価格(評価額)＝前年度の価格×（１－減価率） 

※ 求めた価格が（取得価額×５／１００）よりも小さい場合は、その償却資産が本来の用に供されてい

る限りは、（取得価額×５／１００）により求めた額が価格となります。 

※ 固定資産税における償却資産の減価の方法は、原則として定率法によります。 

 

 

地方税法第３４９条の３、附則第１５条等の規定に該当する資産は、税負担の軽減を図るため課税標準の

特例が適用されます。該当資産がある場合は、申告書の“１８備考（添付書類等）” 欄及び種類別明細書の

摘要欄に適用条項を記入してください。また、課税標準の特例に係る届出書をご記入の上、特例適用資産に

該当することを証明する書類を添付して提出してください。 

※ 課税標準の特例に係る届出書は、東金市ホームページでダウンロードできます。 

※ 一度届出をした資産については、再度の届出は不要です。 

※ わがまち特例については、東金市ホームページをご確認ください。 

 

 

地方税法第３４８条の規定に該当する資産は、固定資産税が非課税になります。該当資産がある場合は、

申告書の“１８備考（添付書類等）”欄に適用条項を記入してください。また、非課税資産についても種類別

明細書に記入するとともに、非課税資産に該当することを証明する書類を添付して提出してください。 

※ 今後の税制改正により内容が変わることがありますので、ご留意ください。 

課税標準の特例 

法定耐用年数  

償却資産の評価 

非課税となる償却資産 
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